
単位：千円

１．令和６年度地方消費税交付金収入額 総額 一般財源分 社会保障財源分

8,214,794 3,800,105 4,414,689 ①

２．社会保障４経費その他社会保障施策に要した経費
（単位：千円）

一般財源

国・県支出金 その他
＜地方消費税（交付
金）引上げ分充当＞

社会福祉
6,127,819 5,361,722 149,158 616,939

障害者福祉
16,850,205 11,750,362 86,000 5,013,843

高齢者福祉
1,725,177 325,451 239,139 1,160,587

児童福祉
22,306,438 12,484,146 759,295 9,062,997

母子福祉
1,420,245 523,157 0 897,088

生活保護
12,859,080 9,041,695 119,842 3,697,543

小計
61,288,964 39,486,533 1,353,434 20,448,997

介護保険
5,258,612 314,191 0 4,944,421

国民健康保険
2,734,382 1,488,855 0 1,245,527

後期高齢者医療
5,578,202 815,926 0 4,762,276

小計
13,571,196 2,618,972 0 10,952,224

医療
414,388 0 161,314 253,074

病院
449,434 0 0 449,434

疾病予防対策
3,342,629 764,050 66,797 2,511,782

小計
4,206,451 764,050 228,111 3,214,290

79,066,611 42,869,555 1,581,545 34,615,511 ②

引上げ分の地方消費税交付金が充てられた社会保障４経費その他社会保障施策に要した経費

　消費税率の引上げは、今後も増加が見込まれる「社会保障４経費その他社会保障施策」の財源とする
ためのものです。地方消費税交付金のうち、消費税率の引上げに係る収入については、以下の経費に充
当しました。

事業名 経費

財源内訳

特定財源

　「社会保険」とは、「保険的方法によって社会保障を行う制度の総称」ですが、法令に基づき実施さ
れる「強制保険」的な制度を意味し、具体的には、国民健康保険・介護保険・年金などです。

　「保健衛生」とは、「国民の健康を保つための施策」を意味し、具体的には、医療に係る施策・感染
症その他の疾病の予防対策・健康増進対策などです。

社会
福祉

社会
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保健
衛生
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(注)
　「社会福祉」とは、「生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存
権を確保することによって、国民生活の内容を豊かならしめること」を意味し、具体的には、生活保
護・児童福祉・母子福祉・高齢者福祉・障害者福祉（身体障害者福祉・知的障害者福祉・精神障害者福
祉）などです。

　対象経費の一般財源総額②34,615,511千円のうち、消費税率引上げ分①4,414,689千円を充当しま
した。（対象経費には、事務職員人件費等充てられない経費を除いています。）


